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報告事項２（周知・報告） 

教育長意見交換会について

 中学校における教育活動(指導・評価)の改善・充実と評定の公平性の担保につ

いて、別紙のとおり市町村教育委員会教育長と意見交換を行いましたので、報告

します。 

  平成26年１月22日

                     大阪府教育委員会      



中学校における
教育活動(指導・評価)の改善・充実と
評定の公平性の担保について

大阪府教育委員会
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大阪府中学生学びチャレンジ事業 【単元確認テスト＆チャレンジテスト】（予算要求中） №１

大阪府中学生学びチャレンジ事業費 （Ｈ２６年度～Ｈ２９年度） H26年度要求予算 ２億９５９万円

対象学年 ： 中学校 第１～３学年 ５教科[国/社/数/理/英]
提供方法 ： 府教育委員会Webページから配信
活用方法 ： 学習内容の定着状況を把握し、理解の度合いや指導場面等に応じて、補充・発展プリント等

を活用し、学習内容の確実な定着を図る。

単元確認プリント

【目標】

大阪の中学生の学力向上

・平成２９年度の全国学力・学習状況調査における大阪府全体の中学生の平均正答率について全国水準をめざす

【目的】

生徒の学力状況を分析し、教育活動の改善・充実に生かすとともに、評定の公平性を担保するため、学力調査を実施する
生徒の学習内容の定着状況を把握し、その習熟状況に応じた教材を活用し、確実な定着を図るため、確認ﾌﾟﾘﾝﾄを実施する

【内容】

①統一的な学力調査（チャレンジテスト）
府内統一の学力調査を実施し、生徒の学力状況を分析し、教育活動(指導・評価)の改善・充実に生かす
テスト結果の分析による「評定の範囲」を活用することで、評定の公平性を担保する

②確認プリント等の実施（単元確認プリント）
中学校が、生徒の学習内容の定着状況を把握し、その必要度合いに応じた教材等を活用し、学習の確実な定着を図る

例 《中学２年 理科》

２年 1学期 2学期 3学期 ３年

電流
化学変化と
物質の質量化学変化 遺伝と遺伝子チ

ャ
レ
ン
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テ
ス
ト

生物と細胞
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リ
ン
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間
指
導
計
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補
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・発
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リ
ン
ト

補
充
・発
展
プ
リ
ン
ト

補
充
・発
展
プ
リ
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ト

補
充
・発
展
プ
リ
ン
ト

家庭学習、放課後
学習等での補習

つまずきの発見

次
年
度
年
間
指
導
計
画

検
討

夏期休業中の
補習等の実施

年
間
指
導
計
画

補
充
・発
展
プ
リ
ン
ト

結果を活用した
指導計画の改善

春期休業中の

家庭学習課題
等の提供

確
認
プ
リ
ン
ト

確
認
プ
リ
ン
ト

確
認
プ
リ
ン
ト

確
認
プ
リ
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ト
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ャ
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ン
ジ
テ
ス
ト
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チャレンジテストの実施について（案） №２

チャレンジテスト

【目 的】

【実施体制】
実施主体＝大阪府教育委員会
参加主体＝市町村教育委員会

【対象学年】
中学校 第１学年・第２学年 及び 支援学校並びに特別支援学校の中学部

【対象教科】
第１学年（３教科[国/数/英]） 各教科１００点満点
第２学年（５教科[国/社/数/理/英]） 各教科１００点満点

【実施日時 ・ 場所 ・ 時間】
実施日時 平成27年１月９日[金] （予定）
実施場所 府内各中学校
試験時間 １教科４５分（当該教科の授業時数の一部として取り扱うことが可能）

【出題内容等】
中学校学習指導要領の各学年・教科の目標及び内容に基づく出題（出題範囲は平成25年度内に示す）

【問題作成・採点等】
府教育委員会が、問題の作成・採点、印刷、配送・回収および集計を行う

府教育委員会 府全体の学力状況を把握・分析。 教育施策の検証・改善。評定の公平性の担保

市町村教育委員会 所管中学校の学力状況を把握。 教育施策の検証・改善。

中学校 生徒の学力状況の把握。教育活動（指導・評価）の検証・改善・充実

生徒 学力状況の確認・理解、学習意欲の向上
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チャレンジテストの結果の取扱いについて（案） №３

市町村教育委員会へ提供するもの 学校へ提供するもの

・府全体の状況
参加生徒数
各教科の得点分布（ヒストグラム） ★
各教科の平均得点
各教科の設問別平均正答率・無解答率

・当該市町村の公立中学校全体の状況(★)
・当該市町村が設置管理する各中学校の状況 (★)
・テスト結果の分析による「評定の範囲」

・府全体の状況
・テスト結果の分析による「評定の範囲」
・当該中学校全体の状況 (★)
・各生徒に関する調査結果(個人票用データ)
個人の教科別得点
個人の設問別正答・誤答・無解答一覧
各教科の府平均得点
各教科の府得点分布（ヒストグラム）
各教科の設問別府平均正答率・無解答率

【結果の取扱い】

○府教育委員会は、以下の内容を公表する。

○市町村教育委員会は、地域・保護者に対し、説明責任を果たすため、結果の公表に努めることとする。
○学校は、自校の結果について、教育上の効果や影響等を考慮した上で適切な方法で公表することは可能。

○市町村教育委員会は、設置する各中学校の状況について、教育上の影響等を踏まえ、その必要性について慎重

に判断した上で公表することは可能。その際、改善に向けた取組みを併せて示すことなど、その公表内容や方法

等には十分配慮するとともに、当該学校と事前に十分相談すること。

○府教育委員会は、公表する内容を除くものについては、大阪府情報公開条例８条１項４号の規定を根拠として公

開しないことができる行政文書として取り扱う。

○市町村教育委員会等は、公表する内容を除くものについては、それぞれの地方公共団体が定める情報公開条例

に基づく同様の規定を根拠として、適切に対応すること。

府全体の状況
参加生徒数、各教科の得点分布（ヒストグラム）・平均得点・設問別平均正答率・
無解答率・ テスト結果の分析による「評定の範囲」……等

各市町村の状況
参加生徒数、教科別平均得点
※調査に参加した中学校が１校の市町村分は除く

各中学校の状況 公表は行わない。

【結果の提供】
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チャレンジテストの活用について №４

教育活動 (指導・評価) の改善・充実
○単元確認ﾌﾟﾘﾝﾄとﾁｬﾚﾝｼﾞﾃｽﾄを活用した教育活動のPDCAｻｲｸﾙの充実
・全国調査にくわえて、中１・中２で府の独自調査を行い、子どもたちの３年間の学力状況を把握・検証することで中学校
３年間全体の教育指導の改善をはかる。
・チャレンジテストの結果検証(5～6月)・全国調査の結果検証(10～11月)を通して、学力状況の把握・分析とともに、その
向上に向けた取組みを推進・共有することで、府内全域の中学生の学力向上をはかる。
・チャレンジテストの結果を活用して、自校の評価活動を検証し、目標準拠評価(絶対評価)のさらなる定着に向けた評価
活動の工夫改善をはかる。

評定の公平性を担保
○チャレンジテストを活用した評定の公平性の担保
・テスト結果の分析による「評定の範囲」を踏まえた評定を作成することで、評定の公平性を担保する→[№５参照]
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評定の公平性を担保するしくみについて（案） №５
【チャレンジテストの活用体制】

各中学校

結果を評価活動に活用
評価活動の工夫改善

「評定の範囲」を踏まえて、
年度末評定を確定

各中学校

市
町
村
教
委

抽
出
に
よ
る
仮
評
定
の
提
供

テ
ス
ト
結
果
と

結
果
の
分
析
に
よ
る
「
評
定
の
範
囲
」
の
提
示

管理・監督・指示
報告

府教委

検証結果の報告

提供 評価検証会議(仮称)
(地区単位で組織)

各市町村立中学校の
評価活動を提供データ
をもとに検証

必要に応じて
指導・助言

府教委 市町村教委 中学校

12
月 ・仮評定の算出

１
月 ・仮評定の提出

２
月

・ﾃｽﾄの採点作業

・ﾃｽﾄと仮評定の検証

３
月

・ﾃｽﾄ結果の提供
・「評定の範囲」の提示 ・「評定の範囲」にもとづく

管理・監督・指示

・ﾃｽﾄ結果の活用
・評価活動の検証
・年度末評定の確定

４
月

・各中学校の評価検証
・評価結果の報告

５
月 ・府内の評価状況検証

・地区別評価検証会議

６
月

・検証結果に基づく
指導助言

チャレンジテストの実施

[期待できる効果]

・「評定の範囲」を踏まえて評定を行うことで、評定の公平性が担

保される

・「評定の範囲」をもとに、各校の評価活動を検証することで、評価

方法の工夫改善がはかられる

・定期ﾃｽﾄ等と同様の評価資料として評価・評定に反映することが

できる

市町村教委
府
教
委

チ
ャ
レ
ン
ジ
テ
ス
ト
の
実
施

選抜調査書
への記載

※仮評定とは＝１学期及び２学期（２学期制の中学校にあってはそれに準じる期間）を平均した成績を基にした評定
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チャレンジテストによる「評定の範囲」の作成イメージ（案） №６

上記の「評定の範囲」は、チャレンジテストに内在する以下

のポイントを十分考慮して、一定の幅をもって示すものとす

る。

・チャレンジテストで測定可能な観点（「関心・意欲・態度」や

「話すこと聞くこと」などは測定が困難）

・チャレンジテストの出題可能な内容（全ての出題範囲・領

域を網羅することが困難）

・チャレンジテストを受ける生徒個人の事情（意欲・得意不

得意・体調等を全て考慮することは困難）

・チャレンジテストでは２学期末時点のデータで検証する

ため、「年度末評定」との差異が発生しうる可能性

チャレンジテストの結果分析による「評定の範囲」は以下の考え方で作成する予定であり、平成26年度の試行実施の結果

等を踏まえて、Ｈ２６年度末を目途に作成方法を確定する。

「評定の範囲」の作成のイメージ

「ﾁｬﾚﾝｼﾞﾃｽﾄの結果」 と「２学期末時点での

仮評定」をクロス集計し、統計的な手法 （平

均点・標準偏差・・・等）をもちいた分析を踏ま

えて、「評定の範囲」を示す。例えば、左図にお

いて、テストの得点が７０点の場合、その生徒

の評定は４か３か２がつくものと考える。

※仮評定とは＝１学期及び２学期（２学期制の中学校に
あってはそれに準じる期間）を平均した成績を基にし
た評定

グラフ中の は、分析の結果から要検証値と考えられる部分
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○中学校１・２年の評定は、前述のとおり、チャレンジテストにより検証等が可能。
○ 一方で、中学校３年の評定をどのように取扱うかについても、検討が必要。

中学校３年の評定の取扱いについて №７

【取扱い例】･･･過去の「学力検査の得点」と「中３評定」の相関、および当該年度の学力検査問題の
内容等を総合考慮し、府教委が適正と考える『基準』を設けて、当該年度の選抜に
おいて加点または減点を行う。

＜参考＞調査書様式の改善等について（検討状況）

○ 調査書への「目標に準拠した評価（いわゆる絶対評価）」の導入に向けては、調査書様式の改善や入学者選
抜における取扱い等について、現在、教育委員会内で様々に議論するとともに、「調査書の改善に関する検討
会議（市町村教育委員会・府内公立中学校長・府立高等学校長の代表者等で構成）」を事務局内に設け、関係
者との意見交換も行っているところ。
なお、調査書様式の改善等については、平成25年度末までに大きな方向性を示したうえ、平成26年８月を
目途に詳細を決定し、早ければ平成28年度選抜から実施。

【現在検討中の主な項目】
評価対象学年の拡大
⇒ 中学校３年生の評定に加えて、中学校１・２年（または中学校２年）の評定を選抜に活用
※例えば３年生の比重を大きくするなど、選抜における活用方法についても、あわせて検討することが必要。
※ １・２年（または２年）の評定を活用する場合には、仮に平成28年度からの制度改善であっても、学年進行
にあわせて段階的に導入することを想定。

総合所見欄の改善、記載項目の充実等について
⇒ 現行の「総合所見欄」を実質的に拡大し、総合所見に記載された事項を入試に反映

受験生（中学生）自身が、志望動機等を記載するエントリーシート等を一定入試に反映
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